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輝ける社会、被災地から

　東北の大震災からはや半年が経過した。国政の混乱も

あり国の対応は遅れ気味だが、被災地の生活再建に向け

た力強い動きを感じるのは私だけではないだろう。それも、

ただ元に戻す復旧ではなく、この震災を機に新しい安全

で快適なまちをつくっていこうという機運が盛り上がってい

るのを肌で感じている。

　私は、宮城県の震災復興会議の議長として、復興計画

の作成に携わった。そこで提案しているのは、全戸に太陽

電池と燃料電池を設置し、被災地全域にブロードバンド

を整備することや、大規模化、機械化、サプライチェーン

の構築によって21世紀の林業のモデルを創生することなど

である。また、三菱総合研究所としては、岩手県庁に研

究員を派遣し、地域の実情を踏まえたビジョン策定の支

援を行うとともに、地域のニーズを捉えた上で、いくつか

の復旧・復興に向けた具体的な提案を行っている。福島

県については、原子力発電所の事故からの回復というさら

なる厳しい条件が与えられている。このため、まずは安全

確保の観点から復興の前提となる避難住民の帰還と放射

能で汚染された土地の除染を中心に提案しているところだ。

　今回の震災は、各地に大きな被害をもたらしたが、そ

の様相は極めて多様であり、国が一律に復興の姿を提示

することは難しい。国が果たすべき役割は、復興のための

予算をしっかりと確保し、復興特区など、復興を進めるた

めに必要な制度を整備することである。

　むしろ具体的な地域の青写真（グランドデザイン）は、

県および基礎自治体である市町村が中心となり、地域住

民や地元企業がこれに協力し、地域の力でグランドデザイ

ンを形にしていくことが重要だ。

　日本は、課題先進国であり、環境・エネルギー問題、

高齢化など地球的な課題を世界に先駆けて取り組む状況に

置かれている。私は、こうした状況の中でわが国が目指す

べき社会を「プラチナ社会」と名づけ、その実現に向けて日々

邁進している。「プラチナ社会」とは、広い意味でエコな社会、

高齢者が生き生きと活躍する社会、一生を通じて成長でき

る社会、十分な雇用がある社会である。既存のまちでプラ

チナ社会を創造しようとすれば、すでに機能している仕組

みの変更を伴うため、かなりの時間と労力を要する。

　だからこそ、ピンチをチャンスにではないが、ゼロから

まちをつくり出そうとしている被災地からプラチナ社会を

実現させたいというのが私の思いである。

三菱総合研究所 理事長　小宮山 宏
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図1 原子炉安定化の4要件と達成するための8対策

制度的監視

施策が指針・基準を
満たしていることの確認

万が一の時の再避難計画安定化を判断するための
要件と判断基準

安全性向上のための
PDCAサイクルの確立

事業者が主体的に実施すべき項目

プラント等の状態を把握する
ための測定機器や警報装置

の設置と動作確認

安定化のための施策や測定・監視の
ための教育・訓練体系の整備と実施

安定化に必要な具体的施策
の実施

一般市民、地元住民（避難し
ている住民を含む）との対話

教育・訓練

施策実施 広報・対話
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安定化を達成するための
8対策

安定化の4要件

「ステップ2」の終了確認＝安定化の4要素
１.冷却の維持
・冷却水を循環して再利用し、継続的に燃料冷却を行える閉ループ
の確立
・崩壊熱を冷却ループから取り除く機能の確立
２.構造安定化
・建屋崩壊の進行を防止
・水素爆発のリスクを抑制
３.汚染の抑制
・汚染水の溢水を防ぐための対策
・放射線量が高いがれきや敷地内の汚染された土の飛散防止処置の
策定
・敷地境界、海水、地下水の監視体制の確立
４.トラブル対応
・冷却水循環機能、冷却機能、窒素注入機能などが、機器の故障に
より喪失した場合の回復手段の確保
・何らかの理由で大規模汚染が発生した場合の対応策の策定
・水素爆発や建屋崩壊など、万が一の事態が発生した場合の緊急避
難体制の整備

資料：三菱総合研究所

─福島復興トータルプランに関する提言

特　集 福島第一原子力発
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○被災地の復興を実現する方策として、「安全」「回復」
　「持続」の3つの視点に基づいた10の提言を提示

○地域の実情に応じて、放射線防護対策と線量限度
を最適化し、除染作業に則した目標値を設定

○地域コミュニティの存続限度から、3年をめどに、
住民が帰還し、安心して永住できる環境の回復

　2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震によって引き

起こされた福島第一原子力発電所事故は、周辺20km以内

の警戒区域とその周辺区域に暮らす住民に対して避難を余

儀なくした。また、大量の放射能放出と家屋・地表・森林

などへの沈着は、福島県の復興にとって大きな障害となっ

ている。

　自治体・研究機関・大学・マスコミなどの調査によると、

原発事故により避難された住民の大多数は故郷への帰還を

望んでいる。そのことを踏まえれば、原子炉事故と放射線

被ばくへの不安を取り除き、帰還を希望する全員が故郷に

戻って生活が再建できることを念頭において復興策を検討

する必要がある。また、現状では避難はしていないが、平

常より高い放射線量率を示す地域住民に対しては、その不

安を一刻も早く取り除かねばならない。

　人類がかつて経験した大規模な放射能放出を伴う原子炉

事故は、1986年に起こったチェルノブイリ原子力発電所

事故がある。この事故では強制移住対策が取られており、

原子炉周辺地域の復興は行われていない。したがって、除

染による原発事故からの復興は人類がいまだ経験したこと

のない困難な挑戦であることを意味している。

　しかし、福島第一原子力発電所事故による汚染地域は、

チェルノブイリ原子力発電所事故による汚染地域と比べて

約1/10の面積であり、そのうちの森林などを除く可住地

面積は約30％である。わが国のもつ科学技術力や住民の

力を結集し、地方と国が総合的に対策に取り組めば、汚染

地域の環境を回復し、さらに地域の雇用や産業を復活させ

ることは不可能ではない。

　このような考えから、その方策に欠かせない視点につい

て「福島復興トータルプラン」を提言する。

　本提言では、「安全（安全の確保）」「回復　（放射線被ば

くの不安のない環境の回復）」「持続　（生活・経済基盤の

回復と持続的な発展・成長）」の３つの視点から、10の提

言を挙げる。

　本提言が、復興対策を立案する国や地方自治体、復興に

協力しようとする企業や研究機関の参考となれば幸いである。

福島復興トータルプランに関する提言

第一の視点　安全　安全の確保
　福島第一原子力発電所の安全が確保されていることが、

周辺住民や国民から認められるようにする。そのため、新

たな放射性物質を放出しない安定状態にし、かつ復旧・復

興に障害を与えないための取り組みについて確認すべき項

目を示す。

　
　提言１：福島第一原子力発電所の安定化を客観的に判

　　　　　断する要件と確認方法の公表
 

国への提言：ロードマップ「ステップ２」の終了要件

と確認方法を定め、残存する潜在的危険を公表する

　福島第一原子力発電所の安定化に向けての対策は、東京

電力によるロードマップ（4月17日発表、その後、4回に

わたり改訂）に従い、「ステップ１」が７月中旬に終了、

新たな放射性物質放出の抑制や安定的な炉心冷却などの目

標が達成された。続く「ステップ2」では、原子炉の冷温

停止などを目標として、2012年１月までの予定で行われ

ているが、年内に達成できるとの見込みが9月20日に発表

された。

　国と東京電力は、「ステップ2」を達成したことを確認

するための要件と確認方法、終了後に残存する潜在的な危

険性リスク（例：格納容器内の水素爆発、汚染水の溢水、

長期運転を行うにあたっての機器故障など）を国民が理解

しやすい形で説明する責任がある。

　「ステップ2」終了の確認要件として、次の4点を提案する。

また、これら4要件と、その確認のために国と東京電力が

分担して行う実施項目案を図１に示す。

　

東京電力への提言：「ステップ2」の終了要件を達成

するための対策とリスクへの対策を公表する

　東京電力は、（1）4要件を達成するための具体的な対策

（例：冷却維持に関しては、各種温度測定結果と、解析に

基づき推定した残留崩壊熱との比較による冷却機能の確認

など）、（2）「ステップ2」終了後に残存するリスクと対策

を国民に公表して理解を得るべきである。

国・東京電力への提言：国内外の専門家からレビュー

を受け、国民の理解を得るための努力をする

　前述の確認方法や対策などを公表することにより、国内

の研究機関や学会、国外のIAEA（International  Atomic  

Energy＝国際原子力機関）やNRC（Nuclear  Regulatory  

Commission＝米国原子力規制委員会）などによるレ

ビューが期待できる。これらのレビュー結果を積極的に公

開することで透明性を確保し、国民からの信頼と理解を得

るようにする。

電所事故からの回復を目指して
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　提言１：福島第一原子力発電所の安定化を客観的に判

　　　　　断する要件と確認方法の公表
 

国への提言：ロードマップ「ステップ２」の終了要件

と確認方法を定め、残存する潜在的危険を公表する

　福島第一原子力発電所の安定化に向けての対策は、東京

電力によるロードマップ（4月17日発表、その後、4回に

わたり改訂）に従い、「ステップ１」が７月中旬に終了、

新たな放射性物質放出の抑制や安定的な炉心冷却などの目

標が達成された。続く「ステップ2」では、原子炉の冷温

停止などを目標として、2012年１月までの予定で行われ

ているが、年内に達成できるとの見込みが9月20日に発表

された。

　国と東京電力は、「ステップ2」を達成したことを確認

するための要件と確認方法、終了後に残存する潜在的な危

険性リスク（例：格納容器内の水素爆発、汚染水の溢水、

長期運転を行うにあたっての機器故障など）を国民が理解

しやすい形で説明する責任がある。

　「ステップ2」終了の確認要件として、次の4点を提案する。

また、これら4要件と、その確認のために国と東京電力が

分担して行う実施項目案を図１に示す。

　

東京電力への提言：「ステップ2」の終了要件を達成

するための対策とリスクへの対策を公表する

　東京電力は、（1）4要件を達成するための具体的な対策

（例：冷却維持に関しては、各種温度測定結果と、解析に

基づき推定した残留崩壊熱との比較による冷却機能の確認

など）、（2）「ステップ2」終了後に残存するリスクと対策

を国民に公表して理解を得るべきである。

国・東京電力への提言：国内外の専門家からレビュー

を受け、国民の理解を得るための努力をする

　前述の確認方法や対策などを公表することにより、国内

の研究機関や学会、国外のIAEA（International  Atomic  

Energy＝国際原子力機関）やNRC（Nuclear  Regulatory  

Commission＝米国原子力規制委員会）などによるレ

ビューが期待できる。これらのレビュー結果を積極的に公

開することで透明性を確保し、国民からの信頼と理解を得

るようにする。

電所事故からの回復を目指して
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平均空間線量での区分

20mSv／年以上

10mSv／年～20mSv／年

5mSv／年～10mSv／年

1mSv／年～5mSv／年

1mSv/年以下1mSv／年以下

予想される汚染状況 低減目標の設定案

面積 廃棄物料 汚染密度 低減目標 住民対応…除染の
費用対効果

狭狭

広

少

多

高

低

高

低

短期で
20mSv／年まで低減 原則避難

短期で
10mSv／年まで低減 避難促進

短中期で
5mSv／年まで低減

活動を制限
しながら低減

長期で
1mSv／年まで低減
ただし、ホットスポット
は短期で低減

通常の生活を
しながらの低減

ホットスポットは
短期で低減 通常の生活

汚
染
状
況
を
踏
ま
え
て
低
減
目
標
を
設
定

（期間の目安 短期1年、中期3年、長期3年以上）

通常と同等のレベルと見なす
（最終的な低減目標）

図2 被ばく線量の低減目標の設定例

被ばく線量の区分

「現存被ばく状況」の参考レベルの上限

ICRPが「介入が正当化される」（＝避難などの対策を国
が住民に指示することが正当）としている線量の加減

放射線使用施設の管理区域境界の線量限度である3カ
月1.3mSvに相当する線量

放射線障害防止法に定められた一般人の被ばく限度、
および「現存被ばく状況」の参考レベルの下限

20mSv／年

10ｍSv／年

5mSv／年

1mSv／年

（１）20mSv／年以上の地域は、可能な限り速やかに20mSv／年以下になるよう除染
を行う。ただし、困難な地域については避難を継続する。

（２）1～20mSv／年の地域に関しては、さらに10mSv／年以上、5mSv／年以上、そ
れ以下の3つのレベルに区分して目標値を設定する。

　　・10mSv／年以上の地域は、速やかに（1～2年以内）この値以下となるように除染
を進める。ただし、難しい地域に関しては、避難を勧奨する。

　　・5～10mSv／年の地域は、短中期（3年以内程度）で5mSv／年以下になるよう
に除染を進める。家屋などの除染後、5mSv／年を超える高線量地域は、立ち入り
制限などの対策を施した上で、原則的に帰還を認める。

　　・5mSv／年以下の地域は、長期（3年以上）の除染により1mSv／年以下を目指す
が、その間もとくに制限なく帰還を認める。

（３）いずれの場合も、人の居住する地域では線量のモニタリングを詳細に行い、局所的
に線量が高いところはスポット的な除染も行う。

資料：三菱総合研究所

　提言２：長期的な安全性の確保

国への提言：「廃炉措置完了」までの工程表を策定

する

　「ステップ2」終了後、福島第一原子力発電所の廃炉に

向けた工程を進める必要がある。原子炉内から燃料を抜き

取る第1フェーズには10年以上、高汚染状態にある廃炉措

置が完了する第2フェーズには、さらに数十年程度を要す

ると思われる。その間に、大規模地震や巨大台風といった

自然災害の発生は否定できない。

　そこで、廃炉措置完了までの安全性を確保するために、

主要なマイルストーンを含めた工程表を策定し、脆弱性を

早期に改良していくことが求められる。

　

国への提言：廃炉措置完了までの間、福島第一原子

力発電所の安全性を確保するための要件・判断基準

と、その確認体制を定める

　国（安全規制機関）は、「ステップ2」の終了要件と同様に、

「ステップ2」以降の廃炉措置完了までの主要なマイルス

トーンにおいて、安全に作業を行うための要件や安全性の

判断基準を策定すべきである。また、これに従って作業が

行われていることを確認する体制（通常は安全規制機関に

て実施）を築く必要がある。

　

東京電力への提言：国が定める「安全性」を達成す

るための対策と、残存するリスクを定め、その対策

を公表する

　国の安全性の判断基準に従い、東京電力は廃炉措置完了

までの対策を進めるが、その対策と、これを実施した後に

残るリスクへの対策（再度の避難の可能性など）を公表し、

周辺住民の理解を得るべきである。

　

国・東京電力への提言：国内外の専門家からレビュー

を受け、国民の理解を得るための努力をする

　「ステップ2」と同じく、上記の対策を公表することに

より、国内の研究機関や学会、国外のIAEAやNRCなどに

よるレビューが期待できる。その結果、国民からの信頼と

理解を得られるよう努力する。

第二の視点　回復　放射線被ばくの不安のない環境の回復
　現在においては、低線量の放射線被ばくによる障害につ

いて知見が十分にない。そのため合理的に受け入れられる

被ばく線量の低減目標を、国は科学的かつ統一的に定め、

目標値を国民が受け入れられるような活動を行う必要があ

る。放射能の汚染状況の把握と防護対策の立案においては

一元的に対応する組織を国に設置し、地方自治体の協力を

得ながら進めなければならない。

　国は、（1）放射能の汚染状況の把握、（2）これからの

防護対策の立案を一元的に行う組織を確定、（3）汚染の

除去（除染）を地方自治体の協力を得ながら推進、（4）

除染で生じる放射性物質の付着した廃棄物の処理と処分、

（5）農水産物の汚染対策と風評被害の防止、などの一連

の対策を着実に実施していくことが求められる。

　
　提言３：放射線による被ばく線量の低減目標の設定

 

国への提言：ALARAの考え方に基づき、周辺住民の

放射線被ばく線量を低減するための目標値を示す

　放射能汚染は、陸、海、空に広がっている。人体への健

康影響や農水産物の汚染をどのように防ぐかは、復興を考

えるうえで最も重要なポイントであり、できる限り低くす

るよう低減目標値を定める必要がある。最終目標は、「放

射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（放

射線障害防止法）」で定められた、一般人の被ばく線量限

度＝年間1ミリシーベルト（以下、mSv/年）まで低減す

ることとなるが、短期間（2～3年）ですべての場所をこ

の値にまで低減させることは現実的には難しい。

　そこで、ALARA（As Low As  Reasonably  Achievable： 

被ばく線量は合理的に達成できる限り低く保たなければな

らない）の考え方に基づき、避難住民の生活の回復と放射

線防護対策、線量限度の最適化により、現実の除染作業に

則した目標値を設定する必要がある。この目標値は設定プ

ロセスも含め、避難住民の納得が得られなければならない。

　8月26日に国の原子力災害対策本部が発表した「除染に

関する緊急実施基本方針」では、20mSv/年以上の地域は

国が責任をもって除染を行い、それ以下の地域は市町村や

住民が協力しつつ1mSv/年以下を目指すこととしている。

　これは、ICRP  Publication  103（International  Commis-

sion  on  Radiological  Protection＝国際放射線委員会、

2007年勧告）で示された「現存被ばく状況」とその「参

考レベル」に基づいており、参考レベルは、年間予測線量

を1mSvから20mSvの範囲に設定すべきとしている。

　そこで当社では、国の方針をさらに具体化し、ALARA

の考え方に基づいた除染による線量低減の目標値設定の方

法として、地域に応じて段階的に低減目標値を下げていく

方法を図２に示す。

　なお、除染期間の目安は、国の除染ガイドラインなどに

示された除染手段を行っても、1mSv/年以下にすること

が難しい地点に関するものである。避難対象となっていな

い地域を含め、可能な限り速やかに除染し、1mSv/年以

下を目指すのが原則である。

　また、この参考レベルは除染の進展により見直しできるも

のとし、各参考レベルの設定と見直しの手続きにおいて、国

は地域社会の合意を得るプロセスを確立しなければならない。

　

国・関係機関への提言：統一性のある線量限度や除

染による線量目標値を示す

　住民の放射線被ばくは、さまざまな経路によるものであ

るが、許容限度の設定は、各省庁が行っており、必ずしも

統一的な考え方は取られていない。

　たとえば、環境省が定めた遊泳できる海水中の放射性セ

シウムの濃度限度は１リットルあたり50ベクレルである。

これは厚生労働省が示した飲料水（成人）の摂取制限に関

する指標値、1キログラムあたり200ベクレルよりも厳し

い。このような不統一や矛盾は、周辺住民や国民の不信を

招かないとも限らない。

　そこで国は、復旧・復興の状況に基づき、周辺住民や国

民全体で受け入れられる被ばく線量の統一的な低減目標を

設定する必要がある。
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予想される汚染状況 低減目標の設定案

面積 廃棄物料 汚染密度 低減目標 住民対応…除染の
費用対効果

狭狭
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低
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低

短期で
20mSv／年まで低減 原則避難

短期で
10mSv／年まで低減 避難促進

短中期で
5mSv／年まで低減

活動を制限
しながら低減

長期で
1mSv／年まで低減
ただし、ホットスポット
は短期で低減

通常の生活を
しながらの低減

ホットスポットは
短期で低減 通常の生活
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（期間の目安 短期1年、中期3年、長期3年以上）

通常と同等のレベルと見なす
（最終的な低減目標）

図2 被ばく線量の低減目標の設定例

被ばく線量の区分

「現存被ばく状況」の参考レベルの上限

ICRPが「介入が正当化される」（＝避難などの対策を国
が住民に指示することが正当）としている線量の加減

放射線使用施設の管理区域境界の線量限度である3カ
月1.3mSvに相当する線量

放射線障害防止法に定められた一般人の被ばく限度、
および「現存被ばく状況」の参考レベルの下限

20mSv／年

10ｍSv／年

5mSv／年

1mSv／年

（１）20mSv／年以上の地域は、可能な限り速やかに20mSv／年以下になるよう除染
を行う。ただし、困難な地域については避難を継続する。

（２）1～20mSv／年の地域に関しては、さらに10mSv／年以上、5mSv／年以上、そ
れ以下の3つのレベルに区分して目標値を設定する。

　　・10mSv／年以上の地域は、速やかに（1～2年以内）この値以下となるように除染
を進める。ただし、難しい地域に関しては、避難を勧奨する。

　　・5～10mSv／年の地域は、短中期（3年以内程度）で5mSv／年以下になるよう
に除染を進める。家屋などの除染後、5mSv／年を超える高線量地域は、立ち入り
制限などの対策を施した上で、原則的に帰還を認める。

　　・5mSv／年以下の地域は、長期（3年以上）の除染により1mSv／年以下を目指す
が、その間もとくに制限なく帰還を認める。

（３）いずれの場合も、人の居住する地域では線量のモニタリングを詳細に行い、局所的
に線量が高いところはスポット的な除染も行う。

資料：三菱総合研究所

　提言２：長期的な安全性の確保

国への提言：「廃炉措置完了」までの工程表を策定

する

　「ステップ2」終了後、福島第一原子力発電所の廃炉に

向けた工程を進める必要がある。原子炉内から燃料を抜き

取る第1フェーズには10年以上、高汚染状態にある廃炉措

置が完了する第2フェーズには、さらに数十年程度を要す

ると思われる。その間に、大規模地震や巨大台風といった

自然災害の発生は否定できない。

　そこで、廃炉措置完了までの安全性を確保するために、

主要なマイルストーンを含めた工程表を策定し、脆弱性を

早期に改良していくことが求められる。

　

国への提言：廃炉措置完了までの間、福島第一原子

力発電所の安全性を確保するための要件・判断基準

と、その確認体制を定める

　国（安全規制機関）は、「ステップ2」の終了要件と同様に、

「ステップ2」以降の廃炉措置完了までの主要なマイルス

トーンにおいて、安全に作業を行うための要件や安全性の

判断基準を策定すべきである。また、これに従って作業が

行われていることを確認する体制（通常は安全規制機関に

て実施）を築く必要がある。

　

東京電力への提言：国が定める「安全性」を達成す

るための対策と、残存するリスクを定め、その対策

を公表する

　国の安全性の判断基準に従い、東京電力は廃炉措置完了

までの対策を進めるが、その対策と、これを実施した後に

残るリスクへの対策（再度の避難の可能性など）を公表し、

周辺住民の理解を得るべきである。

　

国・東京電力への提言：国内外の専門家からレビュー

を受け、国民の理解を得るための努力をする

　「ステップ2」と同じく、上記の対策を公表することに

より、国内の研究機関や学会、国外のIAEAやNRCなどに

よるレビューが期待できる。その結果、国民からの信頼と

理解を得られるよう努力する。

第二の視点　回復　放射線被ばくの不安のない環境の回復
　現在においては、低線量の放射線被ばくによる障害につ

いて知見が十分にない。そのため合理的に受け入れられる

被ばく線量の低減目標を、国は科学的かつ統一的に定め、

目標値を国民が受け入れられるような活動を行う必要があ

る。放射能の汚染状況の把握と防護対策の立案においては

一元的に対応する組織を国に設置し、地方自治体の協力を

得ながら進めなければならない。

　国は、（1）放射能の汚染状況の把握、（2）これからの

防護対策の立案を一元的に行う組織を確定、（3）汚染の

除去（除染）を地方自治体の協力を得ながら推進、（4）

除染で生じる放射性物質の付着した廃棄物の処理と処分、

（5）農水産物の汚染対策と風評被害の防止、などの一連

の対策を着実に実施していくことが求められる。

　
　提言３：放射線による被ばく線量の低減目標の設定

 

国への提言：ALARAの考え方に基づき、周辺住民の

放射線被ばく線量を低減するための目標値を示す

　放射能汚染は、陸、海、空に広がっている。人体への健

康影響や農水産物の汚染をどのように防ぐかは、復興を考

えるうえで最も重要なポイントであり、できる限り低くす

るよう低減目標値を定める必要がある。最終目標は、「放

射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（放

射線障害防止法）」で定められた、一般人の被ばく線量限

度＝年間1ミリシーベルト（以下、mSv/年）まで低減す

ることとなるが、短期間（2～3年）ですべての場所をこ

の値にまで低減させることは現実的には難しい。

　そこで、ALARA（As Low As  Reasonably  Achievable： 

被ばく線量は合理的に達成できる限り低く保たなければな

らない）の考え方に基づき、避難住民の生活の回復と放射

線防護対策、線量限度の最適化により、現実の除染作業に

則した目標値を設定する必要がある。この目標値は設定プ

ロセスも含め、避難住民の納得が得られなければならない。

　8月26日に国の原子力災害対策本部が発表した「除染に

関する緊急実施基本方針」では、20mSv/年以上の地域は

国が責任をもって除染を行い、それ以下の地域は市町村や

住民が協力しつつ1mSv/年以下を目指すこととしている。

　これは、ICRP  Publication  103（International  Commis-

sion  on  Radiological  Protection＝国際放射線委員会、

2007年勧告）で示された「現存被ばく状況」とその「参

考レベル」に基づいており、参考レベルは、年間予測線量

を1mSvから20mSvの範囲に設定すべきとしている。

　そこで当社では、国の方針をさらに具体化し、ALARA

の考え方に基づいた除染による線量低減の目標値設定の方

法として、地域に応じて段階的に低減目標値を下げていく

方法を図２に示す。

　なお、除染期間の目安は、国の除染ガイドラインなどに

示された除染手段を行っても、1mSv/年以下にすること

が難しい地点に関するものである。避難対象となっていな

い地域を含め、可能な限り速やかに除染し、1mSv/年以

下を目指すのが原則である。

　また、この参考レベルは除染の進展により見直しできるも

のとし、各参考レベルの設定と見直しの手続きにおいて、国

は地域社会の合意を得るプロセスを確立しなければならない。

　

国・関係機関への提言：統一性のある線量限度や除

染による線量目標値を示す

　住民の放射線被ばくは、さまざまな経路によるものであ

るが、許容限度の設定は、各省庁が行っており、必ずしも

統一的な考え方は取られていない。

　たとえば、環境省が定めた遊泳できる海水中の放射性セ

シウムの濃度限度は１リットルあたり50ベクレルである。

これは厚生労働省が示した飲料水（成人）の摂取制限に関

する指標値、1キログラムあたり200ベクレルよりも厳し

い。このような不統一や矛盾は、周辺住民や国民の不信を

招かないとも限らない。

　そこで国は、復旧・復興の状況に基づき、周辺住民や国

民全体で受け入れられる被ばく線量の統一的な低減目標を

設定する必要がある。
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第１段階

汚染状況の把握

＊概略時期とは「最長でもA年B月」という程度の目標としての時期。
　詳細時期とは地域・条件ごとに検討して被災者に約束する時期。

除染方法の検討 除染の実施 線量のモニタリング

第２段階 第３段階 第４段階

被災地の放射能汚染分布
および線量を詳細な除染
対象地点（各住居、耕作
地、学校、職場、商業施
設など）ごとに把握する

詳細な除染対象地点ごと
に、線量に寄与している
汚染源（屋根、壁、雨
樋、草地、近傍の森林な
ど）を特定し、その種類
と状況に応じて最適な除
染方法を決定する

この間、線量5mSv/年以下と
なった地点から随時帰還を開始。
引き続き1mSv/年以下を目指し
て除染活動は継続

第２段階の検討に基づ
き、ステップ・バイ・ス
テップ除染作業を開始す
る（次ページ参照）

除染後の各地点での放射
線量率を測定し、目標と
する値以下となっている
かどうかを確認する

•除染専門組織の設立
•研究機関などによる
　除染方法の検討・開発

文科省による詳細汚染
マップ作成（実施中）

地方自治体と除染専門組織の協力による
戸別の除染作業および線量モニタリングの実施

2011年9月 2012年3月 2014年3月
帰還開始可能な
概略時期*の公表

帰還開始可能な
詳細時期*の公表

全地域が帰還可能で
あることを宣言

資料：三菱総合研究所

図4 環境回復までのロードマップ案

資料：三菱総合研究所

　提言４：わかりやすい放射線健康影響の説明
 

　町内会レベルでの家屋や施設ごとの詳細な線量分布と住

民の生活パターン（家屋、学校・職場、公共機関、野外な

どでの滞在時間）から、実際に住民が受ける累積線量を簡

易的に評価する手段を提供するか、あるいは典型的な生活

パターンでの累積線量を例示することにより、実際にどれ

だけの線量を受けるかを住民が、自分や家族の放射線被ば

くによるリスクを知ることができるようにする。

国への提言：地元住民の視点に立った「放射線健康

影響が見える・見渡せるマップ＆チャート」を作成

する

　放射能汚染については、空間線量率（Sv/y）、土壌汚染

濃度（Bq/㎡）、農水産物汚染濃度（Bq/kg）など、いくつ

ものデータが公表されているが、住民が知りたいことは「当

該地域に住み続けたら、健康にどの程度の影響があるのか」

ということである。公表されたデータのみで地域住民が知

りたい答えにたどり着くことはほぼ不可能である。また「各

測定結果が基準値を下回っているから安全です」という論

法は、基準値そのものへの理解、信頼感が得られていない

状態では困難である。

　そこで、さまざまな経路による被ばく線量の総量につい

ては、そのリスクの程度と実態を、住民自らが判断できる

ようなわかりやすい表現を使うといった工夫が重要であ

る。具体的には、図３のような「リスクのモノサシ 」を

示すことで、身近なリスクと放射線のリスクとを比較でき

るように工夫するなど、多くの方法を専門家と市民が知恵

を出し合って考えていく必要がある。

　

国・地方自治体への提言：長期にわたって住民の健

康をケアする

　被災住民にとっては、環境回復が達成されても、それま

でに自分や家族が被ばくした線量値や、それによる健康へ

の影響は重大な懸念事項として気になるとこだ。

　この懸念を払拭して安心を得るためには、事故以来の被

ばく線量を可能な限り正確に把握し、とくに高い線量（例

えば一般人の年限度である1mSv以上）を受けた人に対し

ては、国や地方自治体が生涯にわたって健康状態のケアを

実施することが望まれる。

　提言５：放射能汚染状況の把握と防護対策の立案
 

国への提言：地方自治体と協力して、防護対策に必

要となる汚染状況のモニタリングを継続的に行う

　福島第一原子力発電所周辺の放射能汚染状況は、除染を

はじめとする防護対策立案の基盤的な情報であることか

ら、責任をもった機関が、汚染状況を科学的かつ客観的に

測定・評価し、得られた結果をわかりやすく示すことが必

要である。

　居住や就学・就労に関連する地域では、速やかに線量を

測定し除染対策へ反映すること、また除染後の継続的なモ

ニタリングにより、線量の低減を確認しなければならない。

一方、森林などは、50～100年単位の長期にわたってモニ

タリングを行い、責任をもって結果を集約する組織も求め

られる。

　モニタリングは、陸域や海域の汚染状況のみならず、建

屋内、農水産物、工業製品、加工製品などにも行う。また、

その結果については、国民の信頼を確かなものとするため

に、IAEAなど、国際的な機関に定期的に報告し、国際的

なレビューを受けるべきである。

　提言６：放射能汚染の除去による環境回復

国・地方自治体への提言：3年をめどに希望する住民

全員を帰還させ、安心して永住できる環境を回復する

　被災地コミュニティの存続を考えると、３年が環境回復

のための目安となる。被災者の不安を払拭するうえでも一

刻も早い帰還スケジュールを提示しなければならない。

　

地方自治体への提言：環境回復は、県および市町村

が主体となり、地域の特色に応じた対策を立案する。

また、環境の回復に向けては、専門組織を創設し、

民間企業の力も結集した一元的な除染事業を行う

　被災者の帰還を実現するためには、居住環境や就労・就

学環境の放射線被ばく線量を受容可能なレベルまで引き下

げなければならない。そのため、居住・就労・就学環境に

合わせた除染プランを作成し、地方自治体が主体となり、

除染活動を行うことが望ましい。

　除染活動において、屋根の雨どいや排水路などに見られ

る高濃度の放射能汚染の除染は、地方自治体単位の細かな

活動（ミクロな除染）が求められる。一方で、農地や森林

などの大規模な除染（マクロな除染）を効率的に行うには、

海外も含む専門家・機関の科学的な知見や技術を集める必

要がある（図4）。

　除染プランを効率的に遂行するには、実施能力に長けた

専門の組織に一元的に知恵（と資金）を集約すべきである。

この組織は、マクロな除染では実施主体として活動し、ミ

クロな除染では実施主体である地方自治体へ技術的支援を

行うことが望ましい。

研究機関・地方自治体への提言：科学的根拠に基づき、

効率的かつ効果的で実施可能な方法で環境回復を行う

　日本原子力研究開発機構などの研究機関は、環境回復に

向けての地方自治体を技術的に支える。地方自治体は継続

的な研究活動を支える研究センター機能をもつことで、長

期にわたる除染作業を、科学的な根拠に基づき、効率的か

つ効果的に行うことが可能になる。

　提言７：放射性廃棄物の処理・処分
 

国への提言：災害からの復興を第一と考え、住民の

安全を確保できる最善の対策を検討し実施すべき

　福島第一原子力発電所の事故により、非常に広範囲の土

地や廃棄物が放射能に汚染された状況にあり、これら地域

の災害廃棄物の大半は、汚染物として扱わねばならない可

能性が高い。その量は、保守的に見ても80万トン相当で

１　「リスクのモノサシ」、中谷内一也、NHKブックス、2006
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どでの滞在時間）から、実際に住民が受ける累積線量を簡

易的に評価する手段を提供するか、あるいは典型的な生活

パターンでの累積線量を例示することにより、実際にどれ

だけの線量を受けるかを住民が、自分や家族の放射線被ば
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　被災地コミュニティの存続を考えると、３年が環境回復

のための目安となる。被災者の不安を払拭するうえでも一

刻も早い帰還スケジュールを提示しなければならない。

　

地方自治体への提言：環境回復は、県および市町村

が主体となり、地域の特色に応じた対策を立案する。

また、環境の回復に向けては、専門組織を創設し、

民間企業の力も結集した一元的な除染事業を行う

　被災者の帰還を実現するためには、居住環境や就労・就

学環境の放射線被ばく線量を受容可能なレベルまで引き下

げなければならない。そのため、居住・就労・就学環境に

合わせた除染プランを作成し、地方自治体が主体となり、

除染活動を行うことが望ましい。

　除染活動において、屋根の雨どいや排水路などに見られ

る高濃度の放射能汚染の除染は、地方自治体単位の細かな

活動（ミクロな除染）が求められる。一方で、農地や森林

などの大規模な除染（マクロな除染）を効率的に行うには、

海外も含む専門家・機関の科学的な知見や技術を集める必

要がある（図4）。

　除染プランを効率的に遂行するには、実施能力に長けた

専門の組織に一元的に知恵（と資金）を集約すべきである。

この組織は、マクロな除染では実施主体として活動し、ミ

クロな除染では実施主体である地方自治体へ技術的支援を

行うことが望ましい。

研究機関・地方自治体への提言：科学的根拠に基づき、

効率的かつ効果的で実施可能な方法で環境回復を行う

　日本原子力研究開発機構などの研究機関は、環境回復に

向けての地方自治体を技術的に支える。地方自治体は継続

的な研究活動を支える研究センター機能をもつことで、長

期にわたる除染作業を、科学的な根拠に基づき、効率的か

つ効果的に行うことが可能になる。

　提言７：放射性廃棄物の処理・処分
 

国への提言：災害からの復興を第一と考え、住民の

安全を確保できる最善の対策を検討し実施すべき

　福島第一原子力発電所の事故により、非常に広範囲の土

地や廃棄物が放射能に汚染された状況にあり、これら地域

の災害廃棄物の大半は、汚染物として扱わねばならない可

能性が高い。その量は、保守的に見ても80万トン相当で

１　「リスクのモノサシ」、中谷内一也、NHKブックス、2006
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あり、土壌汚染除染のために1平方メートルあたり50万ベ

クレル以上のセシウム137に汚染された土壌（約1300㎢）

を、深さ5cmで除くと仮定（実際は、森林が大半を占める）

すると、神戸空港を埋め立てた体積（6500万㎥）に等しい。

　したがって、これまでの原子炉からの放射性廃棄物を対

象とした処理・処分方法や法規制、体制にとらわれること

なく、災害からの復興を第一とした放射性廃棄物の処理・

処分方法や規制を検討する必要がある。

国・住民への提言：処理・処分方法の検討について

は安全性を十分に検討したうえで最善策を策定する。

この策定過程には住民が参加する

　放射性廃棄物に限らず、廃棄物の処理・処分を行う施設

は、周辺住民にとって迷惑施設となりやすい。廃棄物処理・

処分施設の安全性を十分に住民に理解してもらうには、ス

テークホルダー参加型の処理･処分方策検討が意思決定の

方法として考えられる。

　専門家は、複数の処理・処分方策に関する課題や長所、

短所について住民代表を含む意思決定者に説明し、技術的

な安全性とともに住民の合意も決定要素に加えた最善策を

策定していくプロセスである（図5）。

　提言８：農水産物の安全確保と風評被害の解消
 

国・農林水産業者への提言：食品の汚染状況を正し

く評価するとともに、流通過程における放射能付着

を防ぐ

　土壌から作物への放射性物質の移行や、海洋・河川・湖

沼の汚染状況を明らかにする。そのうえで流通における汚

染拡散の防止策を検討するとともに、農林水産業者と連携

して流通における汚染拡散の可能性とその防止策を検討す

る必要がある。

　具体的には、流通過程における農水産物のフロー（いつ

どこに運ばれるか）を流通の専門業者に作成してもらい、

放射能汚染の専門家がフローの中の各地点で考えられる汚

染経路を想定して、食品が汚染されるおそれのあるプロセ

スを特定する。国は、これらの地点における汚染防止を行

うよう流通業者を指導する。

　

国への提言：風評被害防止のためのモニタリングや、

食品安全性に関する「認定制度」を実施する

　実際の汚染以上に「福島県産」の農水産物に対する風評

被害は長期的に県の農水産業にダメージを与え、農水産物

のみならず、工業製品にまで及ぶ可能性がある。

　そこで、風評被害の実態をモニタリングし、農水産物の

安全確保と風評被害防止に対応する組織を国に設置して、

産業復興対策として取り組み、福島県産の農水産物の安全

が継続的に確保されていることを県内外に伝える。

　また、汚染されていない農耕地や除染が終了した農耕地

については、国が除染済みの証明書を発行。そこで生産さ

れた農作物には非汚染農耕地の出荷品であることを示す表

示を許可する、あるいは農作物に固有の識別番号を付与し

て、非汚染農耕地からの出荷品であることを消費者が確認

できる仕組みをつくるなどの「認定制度」を広く浸透させ

て、風評被害の防止を図るべきである。

第三の視点　持続　生活・経済基盤の回復と持続的な発展・成長
　福島県の復興には原子力発電を補うような新たな産業の

創生が必須である。また、３万人を超える県外の避難者を

含めた被災地域コミュニティの維持・再生や、原子力災害

を教訓にした産業の復興を目指す方策を検討しなければな

らない。

　
　提言９：被災地域コミュニティの維持・再生

 

国への提言：被災地域住民の意向に沿い、希望者全

員を対象とした柔軟な帰還のための選択肢を検討・

準備する

　震災に伴う避難数は9万8000人で、県内避難所に5万

8000人、全国各地の避難所には3万4000人が入所、これ

以外にも相当数の自主避難者が存在する。

　そこで国は、事故収束後の数年先までを見据え、地方自

治体と協力して、希望者全員を対象とした柔軟な帰還への

選択肢を検討し、準備することが必要である。さらに、帰

還後の雇用について、国が責任をもって住民の意思や地域

の特色を活かした対策を立てて実施すべきである。

　

国・地方自治体への提言：全国に「汎ふくしまコミュ

ニティ」を創造する

　全国各地での避難長期化も予想されることから、希望者

全員が帰還することを念頭に、避難期間中、旧来コミュニ

ティを統合的に維持しておくことが必要である。

　県内外での生活を余儀なくされた被災地域住民と、受け

入れ地域住民との間に生まれた交流を通じて、永続的な関

係を意識しながら、全国に「汎ふくしまコミュニティ（福

島県を身近に感じるコミュニティが全国に広がった状態）」

を構築する契機としたい。

　提言10：被災地域の産業復興
 

国への提言：被災市町村・住民の意向に基づき、国

が責任をもって、福島県の産業復興を支援する

　「福島県全体」が放射能汚染・物理被害を受けたかのよ

うなイメージの悪化を招いている。福島県のブランドイメ

ージにとって重要な産業・地域を優先した復興を進めるこ

とも一案であり、その前提として、復興を妨げている要因

を産業ごとに把握し、技術的・人的な支援を行うべきである。

国・地方自治体・企業への提言：福島第一原子力発

電所事故を経験した福島県だからこその新規産業創

出を狙う

　既存の産業については、復旧のみを目的とするのではな

く、さらなる発展を目指し、とくに相双地域では、新規産

業の模索が必要である。その際、原発事故を経験した福島

県だからこそ実施する意義のある新規産業を誘致すること

が望ましい。

　とくに新規産業は計画から定着まで、長期を要するのが

一般的であることから、各段階で、福島県としてどのよう

な位置づけ・役割を期待するのかを計画しておくことが望

まれる。

　

国・地方自治体・企業への提言：柔軟な就業シナリ

オの準備・雇用確保策を実施すべき

　職を失った人々は、「従来の職にとどまれる人」「新たな

産業創出で雇用される人」「県内では雇用しきれない人」

など多様で対応も異なる。したがって、これらの状況を把

握し、復興の経過を考慮した柔軟な就労シナリオを用意す

る必要がある。

　今年度の第二次補正予算予備費から除染への支出は

2200億円にのぼる。除染を含む復興事業は数千億円、あ

るいは１兆円を超える大規模な事業となる可能性が高く、

地元雇用の重要な受け皿となる。県、および市町村は、こ

のような暫定的な雇用対策と将来を見越した長期的な雇用

対策の双方のプランを描く必要がある。

おわりに
　今回提言の対象とした原発事故からの復興は、人類がい

まだ経験していないことへの挑戦でもある。現在も多くの

方々が、事態の収束と復旧に向けて活動され、福島復興に

知恵を振り絞っている。三菱総合研究所も、福島県の未来

を信じ、その一助となる活動を継続していく所存である。

　※ 　提言の詳しい内容については、三菱総合研究所HP のプレスリリース（http://www.mri.co.jp/fukkou0929/）をご覧下さい。
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クレル以上のセシウム137に汚染された土壌（約1300㎢）

を、深さ5cmで除くと仮定（実際は、森林が大半を占める）

すると、神戸空港を埋め立てた体積（6500万㎥）に等しい。

　したがって、これまでの原子炉からの放射性廃棄物を対

象とした処理・処分方法や法規制、体制にとらわれること

なく、災害からの復興を第一とした放射性廃棄物の処理・

処分方法や規制を検討する必要がある。

国・住民への提言：処理・処分方法の検討について

は安全性を十分に検討したうえで最善策を策定する。

この策定過程には住民が参加する

　放射性廃棄物に限らず、廃棄物の処理・処分を行う施設

は、周辺住民にとって迷惑施設となりやすい。廃棄物処理・

処分施設の安全性を十分に住民に理解してもらうには、ス

テークホルダー参加型の処理･処分方策検討が意思決定の

方法として考えられる。

　専門家は、複数の処理・処分方策に関する課題や長所、

短所について住民代表を含む意思決定者に説明し、技術的

な安全性とともに住民の合意も決定要素に加えた最善策を

策定していくプロセスである（図5）。

　提言８：農水産物の安全確保と風評被害の解消
 

国・農林水産業者への提言：食品の汚染状況を正し

く評価するとともに、流通過程における放射能付着

を防ぐ

　土壌から作物への放射性物質の移行や、海洋・河川・湖

沼の汚染状況を明らかにする。そのうえで流通における汚

染拡散の防止策を検討するとともに、農林水産業者と連携

して流通における汚染拡散の可能性とその防止策を検討す

る必要がある。

　具体的には、流通過程における農水産物のフロー（いつ

どこに運ばれるか）を流通の専門業者に作成してもらい、

放射能汚染の専門家がフローの中の各地点で考えられる汚

染経路を想定して、食品が汚染されるおそれのあるプロセ

スを特定する。国は、これらの地点における汚染防止を行

うよう流通業者を指導する。

　

国への提言：風評被害防止のためのモニタリングや、

食品安全性に関する「認定制度」を実施する

　実際の汚染以上に「福島県産」の農水産物に対する風評

被害は長期的に県の農水産業にダメージを与え、農水産物
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　また、汚染されていない農耕地や除染が終了した農耕地

については、国が除染済みの証明書を発行。そこで生産さ
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て、非汚染農耕地からの出荷品であることを消費者が確認

できる仕組みをつくるなどの「認定制度」を広く浸透させ

て、風評被害の防止を図るべきである。

第三の視点　持続　生活・経済基盤の回復と持続的な発展・成長
　福島県の復興には原子力発電を補うような新たな産業の

創生が必須である。また、３万人を超える県外の避難者を

含めた被災地域コミュニティの維持・再生や、原子力災害

を教訓にした産業の復興を目指す方策を検討しなければな

らない。
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国への提言：被災地域住民の意向に沿い、希望者全

員を対象とした柔軟な帰還のための選択肢を検討・
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治体と協力して、希望者全員を対象とした柔軟な帰還への

選択肢を検討し、準備することが必要である。さらに、帰

還後の雇用について、国が責任をもって住民の意思や地域

の特色を活かした対策を立てて実施すべきである。

　

国・地方自治体への提言：全国に「汎ふくしまコミュ

ニティ」を創造する

　全国各地での避難長期化も予想されることから、希望者

全員が帰還することを念頭に、避難期間中、旧来コミュニ

ティを統合的に維持しておくことが必要である。
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入れ地域住民との間に生まれた交流を通じて、永続的な関

係を意識しながら、全国に「汎ふくしまコミュニティ（福

島県を身近に感じるコミュニティが全国に広がった状態）」

を構築する契機としたい。

　提言10：被災地域の産業復興
 

国への提言：被災市町村・住民の意向に基づき、国

が責任をもって、福島県の産業復興を支援する

　「福島県全体」が放射能汚染・物理被害を受けたかのよ

うなイメージの悪化を招いている。福島県のブランドイメ

ージにとって重要な産業・地域を優先した復興を進めるこ

とも一案であり、その前提として、復興を妨げている要因

を産業ごとに把握し、技術的・人的な支援を行うべきである。
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　※ 　提言の詳しい内容については、三菱総合研究所HP のプレスリリース（http://www.mri.co.jp/fukkou0929/）をご覧下さい。
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求められる慎重な検討

欧州債務危機───
ギリシャ支援をめぐる動き
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○「支給開始年齢の引き上げ」は
　「空白の期間」を生む可能性

○年金給付一律2割カットなどの別プランも
　検討すべき

○避けられない「世代間の公平性」問題
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○追加支援実施に暗雲、
　ギリシャのデフォルト懸念が再燃

○支援をめぐる加盟国の足並みの乱れから、
　金融システム不安に繋がるリスクも

○株価下落、資金調達環境悪化など
　欧州金融機関に対する不安も高まる

　膨張する年金関連支出の削減策として、最近議論

されているのは、「支給開始年齢の引き上げ」である。

仮に支給開始年齢を70歳まで引き上げたとする。そ

の場合、単純計算では年金支給総額を長期的におよ

そ2割カットすることを意味する。65歳以上の人口

のうち、65-69歳の人口が2割を占めるためである。

　そもそも、年金支給額削減の究極的な目標は財政

支出の削減であり、同じ2割削減がゴールであれば、

他のオプションも比較検討に値する。たとえば、支

給開始年齢は65歳に据え置いたまま、あらゆる年金

受給者の受取額を2割削減するといった案も考えら

れる（一律削減プラン）。ここでは、支給開始年齢引

き上げプランと一律削減プランを検証してみよう。

　70歳まで支給開始年齢が引き上げられた場合、

いくつかの問題がある。まず、66歳以上の高齢者

が雇用される環境が整備されることが望ましいがそ

れほど簡単なことではなく、60歳代後半が「空白

の期間化」する可能性が高い。

　また、支給開始年齢の引き上げは、すでに年金を

受け取っている世代（既裁定者）と、これから年金

支給が計算・開始される世代（新規裁定者）間の公

平性を損なう恐れがある。

　さらには、支給開始年齢が段階的に引き上げられ

る場合、支給開始年齢の引き上げは通常段階的に行

われるため、年金支出削減効果が発揮されるまでに

時間がかかる。仮に財政赤字問題が予想以上に早く

深刻化する場合には、財政再建の観点からは、「間

に合わない」という問題もある。

　対照的に、一律削減プランでは、年金額は、既裁

定者、新規裁定者にかかわらず、一律に年金額を減

らすため、よりシンプルで、世代間で公平性を保つ

プランともいえる。他方で、年金支給の一律削減を

行うと、影響が及ぶ年齢層が広範にわたると考えら

れるため、政治的な合意が困難化する可能性がある。

　最終的な判断には、支給年齢を上げて「空白の期

間」を作り対応すべきか、それとも支給開始年齢を

上げずに、全体の受給額を削った方がよいのか、ど

ちらのケースの方が個々人の満足度が高いかを慎重

に検討すべきであろう。

　ユーロ圏諸国は、7月21日のユーロ圏首脳会議に

おいて、1,090億ユーロ（民間負担を含め1,590億

ユーロ）のギリシャ向けの追加支援策を決定した。

同支援策には、「金融機関への資本増強目的の融資」

「流通市場での国債買い入れ」など、欧州金融安定

基金（EFSF）の機能強化も盛り込まれた。

　しかしその後、ギリシャのデフォルト懸念が再燃

し、欧州金融市場の緊張が高まった。その背景として、

以下の2点を指摘することができる。1点目としては、

追加支援に際し、フィンランドが担保差し入れを要

求し、それに追随する国が出ていることである。

　その結果、追加支援に必要なEFSFの機能拡充に

関する各国の議会承認プロセスが進まないとの懸念

が高まった。2点目としては、ギリシャの財政再建

進捗の問題がある。ギリシャ政府は、9月2日に

2011年の財政赤字目標（GDP比7.6％）を達成で

きないと表明した。国際通貨基金（IMF）、欧州連

合（EU）、欧州中央銀行（ECB）は、9月に予定さ

れていた第1次支援の第6回融資（80億ユーロ）の

審査を一時中断するに至った。ギリシャは公務員3

万人を削減し、年金支給減額などの追加赤字削減策

を発表したものの、市場は同国の財政再建の実効性

への懸念を強めている。

　このような動きの中、今後にかけては、「ギリシャ

の資金繰り」「欧州系銀行の資金調達環境」「金融シ

ステム不安」の3点が注目点となる。「ギリシャの資

金繰り」に関しては、資金難に陥る10月半ば頃まで

には第6回融資が実施されるとみられる。しかし、

その後も1年物国債利回りが100％を超えて上昇し

ている現況が続けば、短期証券の市場調達に支障が

出る可能性がある。「欧州系銀行の資金調達環境」

については、最大の債権者であるフランスの銀行の

格下げにより、銀行株の急落、欧州系銀行の資金調

達環境の悪化という問題がすでに生じている。「金

融システム不安」に関しては、現段階はECBが大量

の国債買い入れや資金供給により市場を支えている

状況にある。しかし、ギリシャ支援を巡り、各国政府・

要人の足並みがすでに乱れている状況において、ス

ペイン、イタリアへと危機が広がれば、多額の与信

を抱える欧州系銀行への影響は必至であり、金融シ

ステム不安に繋がる恐れは否定できない。

　ユーロの根本的な問題は、通貨は一つに統合され

たが財政移転は認められていないという矛盾を抱え

続けていることにある。危機収束に向けて、加盟国

首脳が現実的な打開策を打ち出すことが望まれる。
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図 アジアにおける糖尿病の推計患者数上位10ヵ国

健診のグローバル展開───
保健医療の課題解決先進国として
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■　輸出は、震災の影響により5カ月連続で前年比

マイナスを続けてきたが、8月の貿易統計では

前年比＋2.8％と震災後初のプラスに転じた。

輸出数量指数でみても、前年比＋0.9％とわず

かながら前年を上回っており、供給面からの制

約が緩和されるなか、輸出は本来の姿に復しつ

つある。

■　輸入は20カ月連続で増加を続けているが、8月

は原油価格の上昇などもあり、前年比＋19.2

％と大幅な増加となった。

■　貿易収支は▲7,753億円と3カ月ぶりの赤字と

なった。季節調整値では▲2,944億円と5カ月

連続の赤字。

■　輸出数量について地域別にみると、米国向けが

前年比＋6.1％と震災後初めて前年比プラスに

転じたほか、EU（欧州連合）向けも増加幅が

拡大。一方、アジア向けについては、減少幅は

縮小したものの前年を下回る水準が続く。

■　品目別輸出について数量ベースでみると、自動

車輸出台数が前年比＋4.8％と震災後初めて前

年を上回ったほか、自動車部品もプラスに転じ

ている。一方、半導体については4月以降、前

年を▲10％程度下回って推移しており、世界

的な需要の弱さを映じた結果となっている。

■　日銀の実質輸出入によると、8月の輸出は前月

比＋0.1％と4カ月連続の増加、輸入が同＋0.2

％と5カ月連続の増加となった。

今後の流れ
■　震災による供給面からの制約が緩和される一

方、海外の需要動向が不透明さを増すなど、先

行きの懸念材料は山積している。

■　欧州については、債務問題の抜本的解決策が打

ち出されないなか、金融市場不安定化の実体経

済への波及が懸念されるほか、米国についても、

雇用の拡大が頭打ちとなるなど、景気の減速感

が強まっている。こうした海外経済の減速は、

日本の輸出への下押し圧力となろう。

貿易統計
（2011年8月）
1

○中国における糖尿病の推計患者数が1 億人近く存
在する調査報告があり、深刻な課題となっている

○保健医療への課題に対して、今後はアジア圏など
グローバルな適用も合わせて取り組むべき

○糖尿病予備群をつくり出さない取り組みを推進す
るために、日本の予防技術が注目されている

　生活習慣病の中でも注目すべき疾病である糖尿病

は、わが国のみならずアジア諸国でも重要な課題で

あり、中国では、成人の推計患者数は少なくとも

4,000万人以上、なかには1億人近く存在するという

研究報告もある※1。糖尿病は、網膜症、腎症、心臓

病や脳血管障害などの甚大な合併症を引き起こす可

能性があるため、発症後の治療には多大なコストがか

かり、患者数の増大は医療費の増大につながるほか、

労働力などの社会的な損失にもなる。わが国よりも

人口が1けた多い中国にとっては深刻な課題である。

　糖尿病への対策は、糖尿病を予防し、早期発見・

治療をすることである。また糖尿病の発症後も重症

化を防ぐため血糖などの管理をしなければならない。

そのためには相応の診療体制が必要であるが、中国

はその整備が追いついていない。一方、中国では、

2009年に定めた「健康中国2020」計画に基づいて、

いわゆる国民皆保険体制を目指している。今後の糖

尿病の治療によるコスト増大は、医療保険の運営上、

懸念されるところだ※2。

　糖尿病の予防には、診断・治療技術などによる重

症化予防はもとより、糖尿病予備群をつくり出さな

いための健康づくりや早期発見するための健診・ス

クリーニング技術の向上といった取り組みが重要で

ある。そこで、中国では糖尿病などの慢性疾患を含

む重要な疾病予防推進を第12次5カ年計画でうたっ

ており※3、慢性疾患の予防について、わが国の予防

技術に注目している。

　中国の保健医療の大きな転換点に際して、わが国

が予防分野で蓄積してきた知見や技術を大いに生か

すべき局面が到来している。

　人口減少・高齢化を先行するわが国は、健診の面

でも「課題先進国」から「課題解決先進国」にな

らなければならない。そのきっかけの１つがわが国

の技術を「課題追随国」に適用していく「健診のグ

ローバル展開」である。これまで保健医療への課題

に対してはわが国自身の国民のために取り組んでき

た。今後は、経済のさらなる発展が見込まれ、人口

減少・高齢化が確実かつ劇的に進むアジア圏などへ

グローバルに適用していくことも視野に入れるべき

だ。健診へのコストを投資として捉え、さらに意欲的・

挑戦的な取り組みへとつなげることが必要である。
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※1：Yang W, Lu J, Weng J, Jia W, Ji L, Xiao J, Shan Z, Liu J, Tian H, Ji Q, Zhu D, Ge J, Lin L, 
Chen L, Guo X, Zhao Z, Li Q, Zhou Z, Shan G, He J., China National Diabetes and 
Metabolic Disorders Study Group. Prevalence of diabetes among men and women in 
China. N Engl J Med. pp. 1090-1101.
http://www.nejm.org/doi/full/10.1056/NEJMoa0908292

※2：NEJMの論文では成人の糖尿病患者を9,240万人、糖尿病前症の患者を1億4,820万人と推計
している。

※3：国民経済および社会発展第12次5カ年計画、第34章「基本的医療衛生制度の改善」
（2011/ 3/14 全人代承認決議採択）

概況

図 地域別輸出

日本

日本

内外経済指標

資料：International Diabetes Federation (IDF)“DIABETES ATLAS Prevalence
　　　estimates of diabetes mellitus”(DM),2010 を元に三菱総合研究所作成
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■　輸出は、震災の影響により5カ月連続で前年比

マイナスを続けてきたが、8月の貿易統計では

前年比＋2.8％と震災後初のプラスに転じた。

輸出数量指数でみても、前年比＋0.9％とわず

かながら前年を上回っており、供給面からの制

約が緩和されるなか、輸出は本来の姿に復しつ

つある。

■　輸入は20カ月連続で増加を続けているが、8月

は原油価格の上昇などもあり、前年比＋19.2

％と大幅な増加となった。
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ている。一方、半導体については4月以降、前

年を▲10％程度下回って推移しており、世界

的な需要の弱さを映じた結果となっている。
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比＋0.1％と4カ月連続の増加、輸入が同＋0.2
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方、海外の需要動向が不透明さを増すなど、先
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雇用の拡大が頭打ちとなるなど、景気の減速感

が強まっている。こうした海外経済の減速は、

日本の輸出への下押し圧力となろう。
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グローバルな適用も合わせて取り組むべき

○糖尿病予備群をつくり出さない取り組みを推進す
るために、日本の予防技術が注目されている

　生活習慣病の中でも注目すべき疾病である糖尿病

は、わが国のみならずアジア諸国でも重要な課題で
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4,000万人以上、なかには1億人近く存在するという
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病や脳血管障害などの甚大な合併症を引き起こす可

能性があるため、発症後の治療には多大なコストがか

かり、患者数の増大は医療費の増大につながるほか、

労働力などの社会的な損失にもなる。わが国よりも

人口が1けた多い中国にとっては深刻な課題である。
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治療をすることである。また糖尿病の発症後も重症

化を防ぐため血糖などの管理をしなければならない。

そのためには相応の診療体制が必要であるが、中国

はその整備が追いついていない。一方、中国では、

2009年に定めた「健康中国2020」計画に基づいて、

いわゆる国民皆保険体制を目指している。今後の糖

尿病の治療によるコスト増大は、医療保険の運営上、

懸念されるところだ※2。

　糖尿病の予防には、診断・治療技術などによる重

症化予防はもとより、糖尿病予備群をつくり出さな

いための健康づくりや早期発見するための健診・ス

クリーニング技術の向上といった取り組みが重要で

ある。そこで、中国では糖尿病などの慢性疾患を含

む重要な疾病予防推進を第12次5カ年計画でうたっ

ており※3、慢性疾患の予防について、わが国の予防

技術に注目している。

　中国の保健医療の大きな転換点に際して、わが国

が予防分野で蓄積してきた知見や技術を大いに生か

すべき局面が到来している。

　人口減少・高齢化を先行するわが国は、健診の面

でも「課題先進国」から「課題解決先進国」にな

らなければならない。そのきっかけの１つがわが国

の技術を「課題追随国」に適用していく「健診のグ

ローバル展開」である。これまで保健医療への課題

に対してはわが国自身の国民のために取り組んでき

た。今後は、経済のさらなる発展が見込まれ、人口

減少・高齢化が確実かつ劇的に進むアジア圏などへ

グローバルに適用していくことも視野に入れるべき

だ。健診へのコストを投資として捉え、さらに意欲的・

挑戦的な取り組みへとつなげることが必要である。
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※1：Yang W, Lu J, Weng J, Jia W, Ji L, Xiao J, Shan Z, Liu J, Tian H, Ji Q, Zhu D, Ge J, Lin L, 
Chen L, Guo X, Zhao Z, Li Q, Zhou Z, Shan G, He J., China National Diabetes and 
Metabolic Disorders Study Group. Prevalence of diabetes among men and women in 
China. N Engl J Med. pp. 1090-1101.
http://www.nejm.org/doi/full/10.1056/NEJMoa0908292

※2：NEJMの論文では成人の糖尿病患者を9,240万人、糖尿病前症の患者を1億4,820万人と推計
している。

※3：国民経済および社会発展第12次5カ年計画、第34章「基本的医療衛生制度の改善」
（2011/ 3/14 全人代承認決議採択）

概況

図 地域別輸出

日本

日本

内外経済指標

資料：International Diabetes Federation (IDF)“DIABETES ATLAS Prevalence
　　　estimates of diabetes mellitus”(DM),2010 を元に三菱総合研究所作成
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■　台湾の実質GDP成長率（前年同期比）は、

2010年4 - 6月期以来鈍化を続けている。2011

年4 - 6月期も＋5.0％と前期（1 - 3月期、同＋

6.2％)から伸びが低下。

■　鉱工業生産は、震災の影響もあり、2011年3月

以降伸びを大幅に低下させてきたが、足元でも

7月前年比＋3.6％、8月同＋3.9％と低調な推移。

■　消費者物価指数は、6月には前年比＋1.9％まで

上昇したが、国際商品市況の上昇一服を背景に、

8月同＋1.3％とやや低下している。

■　金融政策については、当局はインフレ懸念から6

月末に政策金利の引き上げを実施した（1.75％→

1.875％）。しかし足元では物価上昇が一服してい

ることや、世界経済の先行き懸念もあり、9月29

日の政策決定会合では金利を据え置いた。

基調判断
■　景気拡大は続いているが、公共投資の減少や民間投資

の鈍化から緩やかに成長ペースの鈍化が続いている。

■　わが国のサプライチェーン寸断の影響は緩和してい

るものの、生産の鈍化は続いている。足元では電子

機器などに対する海外需要の減退が影響している。

今後の流れ
■　足元の成長鈍化を背景に、台湾政府は8月に11

年通年の実質GDP成長率の見通しを前年比＋

4.8％へ引き下げた（当初＋5.0％）。今後も、欧

米経済をはじめとする世界経済の減速の影響を

受け、成長率の鈍化が続くと見込まれる。

■　東日本大震災の影響については、貿易統計をみる限

り、サプライチェーン寸断の影響緩和が進んでいる

様子がうかがえる。たとえば日本からの機械などの

輸入額は、３月以降前年比マイナスで推移していた

が、6月に入り前年比＋5.3％と回復傾向を示してい

る。一方で、世界的な需要減退の影響から、電子機

器関連の輸出は鈍化しており、主力産業の半導体や

液晶パネルなどの輸出鈍化が今後の懸念材料である。

■　金融政策については、世界経済の先行き懸念が

広がる一方で、国際商品価格の下落により輸入

インフレ圧力が緩和されていることもあり、当

面は様子見姿勢が強まるであろう。

概況
■　米国の個人消費は、2010年後半以降、株価上昇

や減税に支えられ回復基調をたどっていた。し

かし11年入り後、①ガソリン価格の高騰、②サ

プライチェーン寸断による自動車販売の落ち込

み、③財政問題に端を発した株価下落とマイン

ド悪化など複数の外的ショックが加わり、足元、

回復ペースが鈍化している。

■　8月の米小売売上高（9月14日公表）は、前月比

横ばいに止まった。

■　内訳をみると、自動車・同部品（同▲0.3％）、

衣料品（同▲0.7％）、家具（同▲0.2％）が減少

する一方、スポーツ・娯楽（同＋2.4％）、家電（同

＋0.5％）、ネット通販（同＋0.5％）が増加する

など、まちまちの結果となった。

■　自動車の消費動向について、新車販売統計をみる

と（9月2日公表）、8月の販売台数は年率で1,210万

台と前月（同1,220万台）からやや減少した。日本

の自動車や関連部品の生産体制の復旧に伴い、サ

プライチェーン寸断による影響は和らぎつつある

が、販売台数はなお震災前の水準を下回っている。

■　8月の米小売売上高が伸び悩んだ背景には、①

ガソリン価格が3.6ドル／ガロン台と、依然高止

まりしていることに加え、②欧米債務問題を巡

る混乱から金融市場が不安定化し、消費者のマ

インドが萎縮したことや、③企業の景況感の後退

から雇用の回復ペースも明確に鈍化したことが

挙げられる。

■　消費者のマインドを示す消費者信頼感指数（9

月27日公表）をみると、8月に欧米債務問題や

失業率の高止まりなどから、09年4月以来の低

水準となった後、9月は45.4（前月差＋0.2）と

小幅な改善に止まった。

■　家計は、住宅の差し押さえ率が既往ピークに近

い水準にある中、住宅価格の下落が続き、バラ

ンスシートの資産・負債両サイドから圧迫を受

け、支出を増やしにくい状況が続いている。

■　足元では、欧州ソブリン問題が一段と緊迫して

いる。こうした不安定な市場環境の持続が企業

や家計のマインドの低下を通じ、米国消費を一

段と下押しする可能性には注意が必要である。

概況 基調判断

図 項目別 前期比寄与度 図 実質GDPの推移（前年比）

米国 小売売上高
（2011年8月）
2

欧米

内外経済指標 台湾経済
（2011年9月時点）
3

新興国

内外経済指標
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■　台湾の実質GDP成長率（前年同期比）は、
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■　金融政策については、当局はインフレ懸念から6

月末に政策金利の引き上げを実施した（1.75％→
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基調判断
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概況
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輝ける社会、被災地から

　東北の大震災からはや半年が経過した。国政の混乱も

あり国の対応は遅れ気味だが、被災地の生活再建に向け

た力強い動きを感じるのは私だけではないだろう。それも、

ただ元に戻す復旧ではなく、この震災を機に新しい安全

で快適なまちをつくっていこうという機運が盛り上がってい

るのを肌で感じている。

　私は、宮城県の震災復興会議の議長として、復興計画

の作成に携わった。そこで提案しているのは、全戸に太陽

電池と燃料電池を設置し、被災地全域にブロードバンド

を整備することや、大規模化、機械化、サプライチェーン

の構築によって21世紀の林業のモデルを創生することなど

である。また、三菱総合研究所としては、岩手県庁に研

究員を派遣し、地域の実情を踏まえたビジョン策定の支

援を行うとともに、地域のニーズを捉えた上で、いくつか

の復旧・復興に向けた具体的な提案を行っている。福島

県については、原子力発電所の事故からの回復というさら

なる厳しい条件が与えられている。このため、まずは安全

確保の観点から復興の前提となる避難住民の帰還と放射

能で汚染された土地の除染を中心に提案しているところだ。

　今回の震災は、各地に大きな被害をもたらしたが、そ

の様相は極めて多様であり、国が一律に復興の姿を提示

することは難しい。国が果たすべき役割は、復興のための

予算をしっかりと確保し、復興特区など、復興を進めるた

めに必要な制度を整備することである。

　むしろ具体的な地域の青写真（グランドデザイン）は、

県および基礎自治体である市町村が中心となり、地域住

民や地元企業がこれに協力し、地域の力でグランドデザイ

ンを形にしていくことが重要だ。

　日本は、課題先進国であり、環境・エネルギー問題、

高齢化など地球的な課題を世界に先駆けて取り組む状況に

置かれている。私は、こうした状況の中でわが国が目指す

べき社会を「プラチナ社会」と名づけ、その実現に向けて日々

邁進している。「プラチナ社会」とは、広い意味でエコな社会、

高齢者が生き生きと活躍する社会、一生を通じて成長でき

る社会、十分な雇用がある社会である。既存のまちでプラ

チナ社会を創造しようとすれば、すでに機能している仕組

みの変更を伴うため、かなりの時間と労力を要する。

　だからこそ、ピンチをチャンスにではないが、ゼロから

まちをつくり出そうとしている被災地からプラチナ社会を

実現させたいというのが私の思いである。

三菱総合研究所 理事長　小宮山 宏

創刊号
2010年 2011年

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月
家計消費支出
総務省 「家計調査」
実質前年比％

▲0.4 ▲0.4 ▲3.3 ▲0.3 0.5 ▲8.2 ▲2.0 ▲1.2 ▲3.5 ▲2.1 ▲4.1

機械受注
内閣府 「機械受注統計」
季調済前期比％

0.8 2.8 ▲1.3 4.0 1.7 1.0 ▲3.3 3.0 7.7 ▲8.2

輸出数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲2.7 1.4 3.0 ▲0.3 2.7 ▲10.3 ▲5.8 3.7 7.4 0.2 ▲0.0

輸入数量指数
内閣府 季調済前期比％

▲0.6 2.8 ▲2.2 3.2 ▲2.3 ▲0.3 0.1 0.0 ▲0.9 0.1 3.3

鉱工業生産指数
経済産業省 「鉱工業生産指数」
季調済前期比％

▲1.4 1.6 2.4 0.0 1.8 ▲15.5 1.6 6.2 3.8 0.4 0.8

完全失業率
（除く岩手・宮城・福島ベース）
総務省 「労働力調査」 ％

5.1 5.1 4.9 4.9 4.6 4.6 4.7 4.5 4.6 4.7 4.3

消費者物価指数
総務省 「消費者物価指数」
前年比％（生鮮除く総合）

▲0.6 ▲0.5 ▲0.4 ▲0.8 ▲0.8 ▲0.7 ▲0.2 ▲0.1 ▲0.2 0.1 0.2

国内企業物価指数
日本銀行 「企業物価指数」
前年比％

0.9 0.9 1.2 1.5 1.7 2.0 2.5 2.1 2.5 2.9 2.6

2010年 2011年

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

主要経済統計データ


